
 

Instructions for use

Title 情報公開制度:北海道の現状と情報化社会における新しい制度への展望

Author(s) 村松, 幹男

Citation 經濟學研究, 41(4), 57-68

Issue Date 1992-03

Doc URL http://hdl.handle.net/2115/31898

Type bulletin (article)

File Information 41(4)_P57-68.pdf

Hokkaido University Collection of Scholarly and Academic Papers : HUSCAP

https://eprints.lib.hokudai.ac.jp/dspace/about.en.jsp


経済学研究 41-4
北海道大学 1992.3

情報公開制度

一北海道の現状と情報化社会における新しい制度への展望一

村松幹男

I はじめに

現在，私たちはコンビュータの普及や通信技

術の進歩により，過去とは比べものにならない

程大量のデータを，迅速に収集・分類・保管で

きるようになった。しかも，コンビュータ上の

データは，素早い検索・結合が可能で、あり，手

作業の時代では困難で、あったデータの合成が容

易になっている。

このような状況は，必然的に過ちの増加とそ

の拡散につながるのかもしれない。そしてまた

一方で、は，ハッカーやウィルスという言葉に代

表されるハイテク技術を利用した，従来にはな

かった形でのデータの盗用，改賓，破壊等が可

能になった。

私たちは今後，間違いのデータ，嘘のデータ

や操作のあるデータ等，すなわち「虚偽のデー

タ(情報)1) Jが個人(個人利益)，経営，社会等

に与える影響について研究を進めなければなら

ない。

大量のデータが収集，処理，保管されている

一部門として，行政機関を考えてみよう。行政

機関には実に多量のデータが集中的に収集され，

さまざまな形となって行政運営の基礎資料とな

るべく記録・保管されている。そのデータは，

その行政機関が司る集団の経済に多大な影響を

与え，個人・法人に関わらず，その経営活動に

1)拙稿「情報の特徴と分類J，北海道女子短期大学紀要，

第23号， 1988年。

直接，間接に影響を与えている。また行政機関

は，生活に関わるデータ，例えば環境問題や消

費者問題に関わるデータも大量に収集・処理・

保管している。行政機関が保有するこのような

大量のデータを通して把握された情報の重要性

(価値)なり，また逆に不信なりによって生じ

てきたものの一つに，情報公開制度制定の動き

がある。

一方，情報化社会を担うコンビュータのあり

方がこの数年大きく変わってきている。これは，

昔の大型コンビュータに匹敵する能力を持つよ

うになったパソコンの普及や，通信技術の格段

の進歩等に起因する。キーワードは，ネットワ

ーク(特にパソコンネットワーク，パソコンL

AN)であり，ダウンサイジングである。これ
らの動向が情報公開制度に対して従来とは全く

異なったあり方を予感させる。

そこで本稿では，まず初めに，行政機関によ

って情報公開制度が制定される，その背景を概

観する。次に現在施行されている制度のあり方

を捉えるため，地元北海道の情報公開制度を道

議会議事録や報告書，パンフレット等によって

調査し，それらを念頭に置きつつ，現状におけ

る情報公開制度にとって不可欠と思われる要素

を考察した。それは同時に北海道の情報公開制

度の検証となった。また現在北海道で制定され

ている「↑育報公開制度」がどの程度住民に認知

されているかを，ランダムサンプリングによる

電話アンケートで簡単な調査したので，その結

果報告を行う。最後に，技術革新によって予感



58 (344) 経済学研究 41-4 

される情報公開制度の新しいあり方について，

私見をまとめる。

II 情報公開制度制定の背景

情報公開制度制定に対する要求には，次にあ

げる六点の背景が考えられる。

第一は r情報化社会」といわれる社会的変化

が情報に対する「価値」の認識を醸成したこと 2)。

第二は r豊かな社会の到来」がいわれ，個人主

義的考え方の浸透によって，住民(国民)の自

己権利・利益保護意識が高まったこ左。行政機

関をいわゆる「お上」として絶対視していた時

代は過ぎ，逆に行政の集めた個人情報の誤りに

よって不利益を被らないよう注意するという意

識が高まった。それは，第三に，環境問題や消

費者問題意識の高まりと連動する o 私たちは，

これらに関する行政機関の有する大量のデータ

を行政機関でのみ利用されるのに任せることな

く，自らの目で見，判断し，利用し，行動する

という姿勢に変わってきている。そのことは，

第四に，行政への不信感を象徴している。行政

機関の発表する統計データに操作はないのか。

企業と役人の癒着によるデータの改貫や隠匿は

ないのか。そのような不信感，不透明感から行

政機関に対する監視意識も高まっている。第五

は，経済的活性化の側面から行政機関の有する

テ‘ータの有効利用への期待，である九一方行政

2) r情報化社会と呼ばれ始めて久しいが，その意味する
ところを考えれば，情報が，物を造ったり計画を作
ったりすることの単なる補助としての地位を与えら
れるのではなく，情報の有無・適否の与える影響の
大きさに着目し情報そのものの価値を認めることで
あり，社会経済活動においても経済的価値を有する
ものとして取り扱われることである。(中略)情報そ
のものの重要性，価値が認められる社会において，
行政機関の所有する情報が注目されるのは当然の成
り行きであろう。(中略)行政情報は，行政機関相互
間においてはもちろん，国民にとっても極めて重要
なものとなってきている。」松村雅生「情報公開と文
書管理一行政情報の総合的利用の観点からー」ジュ
リスト NO.742有斐閣 1981年 pp.64.
3 )以上二点目から五点目までは次の文献による。
総務庁行政管理局監修「情報公開ー制度化への課題

機関側からの情報公開制度制定の積極的動きも

あった。特に地方自治体においては，地方自治

はその運営の基本は住民の意思であり，そのた

めには住民の行政参加が不可欠で、あり，情報の

公開なくして住民の行政参加はありえないとし

て，情報公開制度制定の必要性がいわれた。こ

れは実のところ，第六として，上記五点の意識

の高まりに呼応する形で，行政側の聞かれた行

政，民主的な行政というイメージ・アップの必

要性から生じたものといえる。

旧情報公開制度の支柱と道の条例

情報公開が「地方公共団体の運営は住民の意

思がその基本」であり「住民に対し適切に情報

を提供することは，民主的な行政を進める上で

の重要な事柄である(昭和55年第4固定例会(以

下，第O定， と略す):堂垣内知事)J との認識

や「道政への道民参加を推進する前提となるも

の(昭和58第2定:横路知事) J との認識，ま

たは「住民の『知る権利』保障 (r北海道の情報

公開平成元年度情報公開制度運用状況年次

報告書-II 道の情報公開制度の基本的な考え

方J)Jのような認識から生じているものである

とするならば，情報公開の原則を明確にするた

めには，必然的に，公開されない事項の検討に

集約せざるを得ない。そのために，秘密文書の

在り方とそれに関わる各種文書取扱規程の内容

及びそのー側面としての個人のプライパシーに

関するデータの取扱，任意的開示(このなかに

は，決裁済文書のみ公開するという規定でよい

のかという問題とも関連する)，文書の不存在そ

して非開示機関の存在などについて検討する必

要がある o またそれらは職員の意識改革という

側面とも関連し，また文書管理の在り方や手続

きの仕方というような情報公開を支える体制の

在り方にも関連する。これらは相互に密接かっ

複雑に関連しあい，個別に検討できにくい問題

一情報公開問題研究会中間報告」 第一法規 1990 
年。
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ではあるが，ここでは r公聞から除外される事

項J r職員の意識改革J r体制の在り方」の三つ

に大きく分け，情報公開制度を支える柱として

検討を試みたいと思う。

1)公聞から除外される事項

情報公開制度において，個人のプライパシー

に関する事項は非開示事項となっている。現在

さまざまな経路を通り個人のプライパシーに関

わる多量のデータが行政機関に集められている。

これらは決して他人に公開されるべきものでは

ない。そのうえ，他人に公開しないということ i

から一歩進んで、，集められた個人データの本人

開示及びそのデータに対する訂正権(r自己情報

のコントロール権J)も積極的に認めるべきであ

る。そのような意味でも情報公開条例の制定と

ともに個人情報保護条例の制定が不可欠で、ある。

道議会でも条例案4)が提出された昭和61第1定で

伊藤豪議員が「自己に関する情報にアクセスし，

訂正を求めるなど，自己に関する情報の流れを

コントロールする権利という積極的，能動的な

側面を併有する権利」としての総合的プライパ

シ一保護制度の必要性の高まりを指摘しているヘ

どの段階からの文書を公開するかという問題

で，決裁j斉みの文書のみを対象とする場合が多

い。決裁に至るまでに，さまざまなところで議

論され，いろいろな意見を経ているであろう。

4 )昭和61年第1回定例会議案第十八号「北海道公文
書の開示等に関する条例案」昭和61年3月29日決定。
5 )道における個人情報保護条例の制定の動向は，昭和
63年12月設置の「イ固人情報保護問題検討会」を引き
継ぎ，平成2年4月全庁的組織として「個人情報保

護対策研究会J (各部等の代表課課長補佐による構

成)が設置され，平成3年3月に「北海道における

個人情報保護対策に関する基礎的調査研究」という

報告書が出された。ここでは情報公開制度とは別

に，個人情報の収集・記録に関する規制，利用・提

供に関する規制，維持管理に関する規制，自己情報

の開示・訂正など，自己情報の流れをコントロール

することが可能となる制度について検討する必要」

(pp 9)を「時代の要請J(同)として認識し個人情

報に関する新たな総合的保護制度を確立する必要が

あるJ (同)としている。

そのような文書は，結果のみでなく，そこに至

る経過や反対意見をも付けて公開することには

意義がある。神戸大学の阿部泰隆教授は，重要

情報作成公開義務づけ制度の創設を提唱してい

る6)。

「その(自治体ににとって最も重要な条例案

の)作成にあたっては，条例全体の構造と個別

の条文について，代替案との比較検討，反対説

の検討も含めた詳細な理白書の作成を義務づけ

る。各種計画案では，住民その他の意見に対す

る行政の意見を一覧表にして公表する。(昭和59

年9月26日付朝日新聞論壇)J

阿部教授自身も認めているようにコストの問

題があるものの，一考に値する提唱である。

任意的開示の規定は，情報公開制度としては，

諸刃の剣として存在する。それは職員の意識に

深く関わり，最悪の場合は秘密保護制度になっ

てしまう。

「申請のあった文書はない」という回答に対

する術を私たちは持たない。任意的開示のケー

スでもいえることであるが，このような状況を

回避する方法の一つに，調査権・勧告権を持つ

第三者的機関，たとえばオンブズマン制度を導

入し，その勧告に対する不履行に対しては他の

機関による強制力の発揮ということがあろう。

自治体の情報公開条例には不服申し立ての制度

があり，不服にたいする審査会のようなものを

設置している。しかし，強制力がないという点

で問題がある。文書目録の整備状況や文書作成

の効率化，秘密文書の取扱等が適正に行われて

いるかどうかを調査する独立の機関があっても

よい。

自治体の多くの条例が非開示機関を設けてい

るo 特に公安委員会の非開示に議論が集中して

いる o 昭和60第l定で横路知事は，道の素案に

公安委員会が除外されていることに対する吉川

貴盛議員の質問に答える形で「警察が保有する

情報の開示は，道民の警察に対する協力と信頼

6 )昭和59第3定で社会道民連合の高橋庸議員が引用紹
介した。
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に非常に大きな影響を及ぽすおそれがあること，

他の都府県の警察に著しい彰響を及ぽすJ と発

している。条撰案の提出された昭和61第1

では，大機発議員の「公安委員会を除外したこ

とは，秘密警察化をー麗推し進めることになる

のではないかjという発議に対し r解決されな

けれ誌ならない問題(r全機的な調整の問題をどJ)

が識されJr実施機認となり得る条件が整った段

階?挺震を災施するということもやむを得ないJ

とし，また公安委員会の意向もあったと説明し

ている。

たしかに，個人のプライパシーに携する構報

が多しまた警察活動(住民の話頼感という調

磁を含めて)に支障があるのは理解できる。し

かしながら，全ての情報においてその会簡を蝦

否するのは関親であろう。秘密警察化の誇りを

けぬためにも，非公開幕項を明様化した上で，

他の執行機関と同じく療費号公閉め立場を取るべ

きである九

「北海道公文書の開示等に欝する条例J (以下

「粂í~1むという)では，非開訴文書を第 8 条(開

示しではならない公文欝)と第9粂〈開示しな

いことができる公文書}で明示している。

8条第1項は r実施機関は，熊本請求に係

る公文書に，鋼人に閲する構報(事識を?営む栂

入の当該事業に践する情報を除く。)であって，

特定の錨入が議案別され，又は識別され得るもの

(法令及ぴ他の条例(以下「法令等J という。)

の規定により詩人でも取婚することができる{育

報主主びに公表することを日約として災施機騒が

作成し，又は取得しだ情報を除く。以下「特定

個人憐報J という。)が記録されているときは，

当該公文書に係る公文書の開示をしてはならな

い。ただし，当該特定掘人f警報が，法令等の規

よる許可，免許，揺出等に際して実施機関

が作成し，又は取得したものであって，開訴す

べき会益上の必要があると罷められるものであ

7 )筆者がお瀕いした「北海滋の情報公開制度について
の察r.おこ関する側答のお綴いJ(以下綴問状:本線添
付資料引の密警〈向資料3)の1を参照。

るときは，この桜りでない。」としている。昭和

61年9丹248文欝第2157Ji子の総務部長通j畿であ

る「北海域公文警の療示等に関する条例の施行

についてJ (j;J、下「通達」という〉には，

本文は，特定側人情報が記事議されている

については，いかなる場合においても公文書の

開示をしてはならないことを関刻とする艶設で

ある。したがって，持定個人情報に様る本人か

ら開示請求があった場合においても，当該特定

鑓入i警報が記鉢されている公文書については，
f也のものから開示請求があった場合と悶様に，

公文芸撃の開示をしてはならないものであるoJと

記述されている。条例の第16条はいわゆる本人

開示について定めているがここに相当する

では「実施機関は，特定個人情報が記録されて

いる公文書について，当該務主個人情報に探る

本人からの関鹿又は写しの交付の申tあがあった

場合において，当該中出に}車、ずる相当の理由が

あると認めるとちには，これに応ずるよう努め

ることとしたものである。」としており矛盾があ

る。ただ，パンフレット等を見る限り℃は第16

条を藤先しているようである。

通達では，開示しではならない公文書例に「意

思想，宗教，麓味等に関する情報カヲ記長迭さ

れている公文書」としての宗教法人の信者名簿

や f学麗，職臆、，愛護ij，資絡，成績等に罰する

情報が記錯されている公文書」としての職員の

職務経懇書や学籍簿 r家族関係，親族関様，社

会活動，生活記鋒等に関する情報が記諒されて

いる公文響J としての生活保護台帳や交通選克

授業料減免申請書 r常産の状況，所得等に関ワダ

る情報が記識されている としての道範

未納…覧表などを上げているへこれらはもし誤

8) ，北海滋取扱注主主文書規程Jにおける「還元扱j公正意文書j
を，綴詩まにまとめる(猿言廷内は「i選主義Jによる例示
の一部)。

CDi去令及び条例による規定よるもの{訴訟に関する
寄書類)

争偶人に関する'権報えは法人，家業を官設な綴人の当
談毒事業iこ関する情報で競争上恋しくは事淡遼営上
の主主位又は社会的な泌伎が擦なわれるおそれのあ
るもの
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った記述があった場合，多大の不利益を被るよ

うな公文書でありながら，努力目標としての閲

覧権だけを認め，訂正権がないのは問題であろ

う。個人情報保護条例を制定し，その中で個人

情報の訂正権を認めるよう強く要望する9)。

条例では「公文書」の定義をすなわち，開示

する文書を決裁権者の決裁もしくは決裁権者へ

の回付，閲覧等の手続きが終了したものとして

いる。通達では「公文書には，決定書等に添附

されている説明資料，図面，写真等が含まれる

が，決定書の草稿，備忘的控え等のような職員

が職務を執行する過程において作成した事務処

理上の補助的な文書は含まれない」と記述され

ている o 前述したように重要文書に関しては，

それに至るまでの経過が明らかになるような(反

対意見をも含めて)資料を添附して公開するこ

とが必要であると思われる。

任意的開示は条例の第15条，第16条に出てく

るが，通達では実施機関の努力義務を定めてい

る。また，条例では昭和61年3月31日以前の公

文書を開示対象からはずしであるが，今後それ

らの文書においても整理し，開示対象の拡大を

はかるよう努力するべきであろう o

不服申し立てに関しては条例第14条でしめさ

れ，審査機関として「北海道公文書開示審査会」

(以下「審査会」という)が置かれている(第

③道の行政に関するもののうち，

-国若しくは地方公共団体その他の公共団体との協

議による(法令等の制定・改廃に関する事前協議

書)

-意志形成過程に著しい支障が生じるおそれのある

もの(予算編成過程文書)

-大学の教授会，合議制機関等の公正又は円滑な会

議の運営が著しく損なわれるおそれのあるもの(私

立学校審議会会議録)

-事業の公正若しくは円滑な実施を著しく困難にす

るおそれのあるもの(大気汚染防止法に基づく立

入検査実施計画書)

④人の生命，身体，財産又は社会的地位の保護，公

共の安全と秩序の維持に著しく支障が生じるおそ

れのあるもの(捜査関係事項照会・回答)

9 )注5)に記した報告書によれば，訂正権は「訂正の請
求権」と「訂正の申出」の二通りの考え方があり，

この報告書を提出した研究会では，前者を認めるべ

きとの意見が大勢をしめた(pp75)。

3章第20条~第26条)。条例第14条にはr(前略)

北海道公文書開示審査会に諮問して，当該不服

申立てに対する決定又は決裁を行うものとする」

し，通達では第14条の規定の運用について「北

海道公文書開示審査会に諮問し，その答申を得

て，当該不服申立てに対する決定又は決裁を行

うものとする。」としている。答申の履行， もし

くは尊重のような明示はない。条例第20条，第

21条では審査会を知事の附属機関とし，任命権

も知事にある。行政機関のチェックの意味あい

からも改善が必要であろう。

2 )職員の意識改革

情報公開制度にとって，職員の意識改革は不

可欠である。道議会の審議の中で高橋庸議員は

r(情報公開)制度を生かそうとする職員の意識

との一体化がなければ」ならず r行政に都合の

悪いものは隠す，そういう意識の一掃こそ，こ

の制度の根幹になければならない」として職員

意識について質している(昭和田第3定)。伊藤

豪議員は「条例の制定に当たって，果たして道

庁の職員が，自分たちの所有し管理している情

報は住民のものであり，必要に応じて公開する

のは当然なことだという意識に立っているのか

どうか」と質している(昭和61第1定)。まさに

「お上」意識の払拭，公僕である認識，公開を

前提とした文書作成など，徹底した意識改革が

必要だろう。職員の意識し、かんによって，情報

公開制度はその機能を十全に果たすことも秘密

保護制度にもなる。守秘義務を拡大解釈するこ

となく，プ見矛盾するようであるが，同時に公

開義務のような認識を持つ必要がある。充実し

た教育，研修が必要で、ある川。

条例でも第 1条において「この条例は，道民

の公文書の開示を請求する権利を明らかにする

とともに， Jと述べ，通達では「実施機関に当該

10)質問状の回答として「新規採用職員研修テキスト(関
係分)Jや「関かれた道政をすすめる 行政情報セン

ターだより No.10平成3年7月30日発行」が同封
されていた。
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関示請求に係る公文書の閲覧又はその写しの交 せるようになるだろう o 次節に，より発展した

付の求めに応じなければならない条例上の畿務 形での機報公開について私見を述べる。

があり， Jと述べている。

民の公文書の掲示を

3条においても「道

る権利を十分尊重す

るものとするJとし，通達でも f(非際示の公文

書に該当しない綬り)公文書の鱗訴をしなけれ

ばならないことを基本とするとともに，鶴人の

プライパシーを最大根に保糠することを原則と

して，条開会体を解釈し，及び運用しなければ

ならないものである。J としている。

また，仔設機関のOA1t，ネットワーク化は

震報公開を前提として考えると今後不可欠であ

る。職員の意識改革や技術的教育が必要となる。

この点については次寝およぴ次節でも触れる。

3)欝報公開の体制

情報提供の体離については，情報公開が地域

や個人によって識がでないような体制にしなけ

れ誌ならない(関韻規程として条例U3条がある)。

また.'/'言報公関手続きの葡叢往すなわち誰でも

葡単に請求でき，しかも素竿く公開されるよう

な手続きの確立が必要である。

そのためにも，まず，立大化・複雑化した行

政機関のシステムを見直し，無駄を経し，簡素

化することが必要である。ぞれと同時に性民サ

ービスについて欠務している部分はないのかの

広範な7投書も必芸さである。これらを通して最終

的には持制幾関のOA化，ネットワーク化の推

進が不可欠となろう l九作成文書すべて(コスト

的に無理があるなら，十分に吟味さFれた上での

必要文書)をデータベースイじすることによって，

事実上の地域格差をなくし，投索の容易さから，

申請から公開までの時間を短絡することができ

る。また，そのようなデ…タベースの構築，ネ

ットワーク化により，調々の住民がオンライン

することによって窃刷に端末から慣幸院を引き出

11)質向状の回答に問討された資料(rほっかいどうの情

報管破J)をみてもヰじ海道地竣?脅毅化ピジ 3ン」
や fNF 2 1 2様想」毒事の何らかの取り組みは追うる

ものの，これからの課怒といえそうて?ある。資料3

の3，し 5善幸然。

前述したように不議申し立て制度の確立は蓮

華さであるo この制度には調資権，強制権が必擦

であり，それなくしては不備であるといっても

良い。高端子おで纏人情報保護条部に基づき「内

申書IJの公開をもとめた女子生徒に対し，鑓人

i警報保護審査会が「公構Jの答申をしたにもか
かわらず，高槻市教育委員会が「非公開」に踏

み切ったことは記壌に新しいであろう。このよ

うなことでは審査会の存在そのものが無意味な

ものになってしまう G

最後に強襲しなければならないことは，たと

え構報公開制度が制定されていようと，住誌に

そのことが強く認識されていなけれ諾意味がな

いc 広報室{封書動等“十分な嬰カをしなければな

らない。たとえ広報誌や新聞，テレビ，各種刊

行物で情報を提供してようと，ぞれらが統まれ

ない，もしくは自にとまらないよう℃あるなら，

何らかの改善が必獲である。

そこで次に，北海滋の構報公開制度が住民に

どの程度開女nされているかを，電話アンケート
によって謁査したので報告する。

4 )調査~北海道の情報公開部変はどの程度住

民に間知されているか~

①問的 北海道に情報公開制度として「北海

道公文書警の開治等に関寸る条例JJが施行されて

から 6年目をむかえる。そこで実際にどのくら

いの金誌が清報公開制度の存在を知っているか

を錆査する。

⑨方法 議話帳を利用したうランダムサンプリ

ングによる電括アンケ…トを実施した。労力，

資金力の関様で調査範開を札幌市に限定せざる

そ得なかった。

A.札幌市全市の書記話帳(タウンページ)を利用

し，頁(2頁-1457頁入列(I頁471])， 

(I列100行)の範爵で3種類l組の乱数1000

組をPASCAL

生させた。

コンゼュータ上に発
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B.相当する箇所を電話帳より氏名と電話番号を

抽出した。電話帳では 1名で2行書かれてい

る場合もあるので，氏名が空白のところはそ

のまま該当なしとし，最終的に703件のサンプ

ルを得た。

c.その中から質問用紙(資料1)にそって500
件に対して実施した(発生サンプル順)。

D.実施日 1991年 7月20日(土)。

③結果最終的な回収件数は， 189件であった

(回収率37.8%)。調査がやむを得ず土曜の午後

に行われたため不在が多かった(500件中153件。

30.6%)。結果は，表 1，表2にあげた。

質問 1及び質問 2は，はい，いいえで答えて

もらうようにした。

質問 1r以前，情報公開制度という言葉を聞

いたことがありますかJo rはい」と答えた者は

全体で32.8%，男子で4割，女子で3割であっ

た。情報公開制度そのものの認知がたいへん低

い。年代別では， 30代-40代の人たちがよく知

っていた (45.1%)。

質問2r北海道には，情報公開制度が制度化

表1 性別別集計表。

性別
質問 1
はい % いいえ % 

男 20 39.2 31 60.8 
女 42 30.9 94 69.1 
不明 O 0.0 2 100.0 
令言十 62 32.8 127 67.2 

表2 年代別集計表。

年代 質問 1

別 はい % いいえ % 
10代 。0.0 19 100.0 
20代 4 I 17.4 19 82.6 

30代 19 52.8 17 47.2 
40代 18 39.1 28 60.9 
50代 7 I 24.1 17 58.6 

60代 2 9.5 14 66.7 
70以上 。0.0 9 81.8 
不明 。0.0 4 100.0 

表1，表2の注
①電話アンケートによる。

されているとおもいますかJo rはい」と答えた

ものは全体で15.3%であった。「はい」と答えた

者のみ，次に「札幌の場合，その窓口がどこに

あるかご存知ですか。」と具体的に尋ねた。具体

的名称をあげての回答者は5名，区役所1名，

市役所2名，役所1名，道庁1名であった。な

お，質問 1で「いいえ」と答え，質問 2で「は

い」と答えた者は17名。したがって，一概には

言えないものの，ある程度確信を持って道の情

報公開制度を知っていると考えられる者は12名

で，全体の6.3%にしかすぎない。また，窓口ま

で知っていた者は無理に認めても道庁と答えた

たったの 1名であった(正解として期待したの

は r道庁の行政情報センター」は無理としても，

せめて r道庁赤れんが」であった)。

以上の結果から，北海道の情報公開制度はほ

とんど知られていないということがわかった。

この制度を有効に使うためにも，道の広報宣伝

の改善とともにより一層の努力を望むところで

ある。

質問2
合計はい % いいえ % 

9 I 17.6 42 82.4 51 

19 14.0 117 86.0 136 

1 150.0 1 I 50.0 2 

29 15.3 160 84.7 189 

質問2
合計

はい % いいえ % 
3 I 15.8 16 84.2 19 

3 I 13.0 20 87.0 23 

5 I 13.9 31 86.1 36 
9 I 19.6 37 80.4 46 
4 I 13.8 25 86.2 29 

3 I 14.3 18 85.7 21 
1 9.1 10 90.9 11 

1 25.0 3 I 75.0 4 

②質問 1r以前，情報公開制度という言葉を聞いたことがありますか。」
③質問2r北海道には情報公開制度が制度化されていると思いますか。」
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IV 新しい情報公開

ろ，ノfソコンネットワークもしくはノすソ

コンLANという言葉がしきりに震われるよう

になってきた。ぞれに関迭し，ダウンサイジン

グという言言葉もよく関かれる。境技コンビヰー

タの世界が変わりつつある。ホストと呼ばれる

コンビヰータに議末機(ホストにアクセス

する役割だけのコンピュータ)をぶら下げ利用

していた形態から，その端末機をパソコンに切

り替え，単なる大器コン1:."ュータに対するアク

セスだけではなく，構単なデータ処理をパソコ

ンに持わせるようになってきている。それどこ

ろか，パソコンの性能向上やネットワーク技僚

の進歩により，パソコンもしくはワークステー

ションのみでネットワークを組み，データ処理

を行うという形態が普及しつつある(これがダ

ウンサイジングである)。処唆能力は議ちるもの

の〈もっとも，技術本新の成楽により現在のパ

ソコンは， 十数年蔀の大型コンピュータ並みの

パワーを有している)，パソコンの操作性の良さ

は大型コンビュータの上とではなし'0

このような動きの中で，新たな人間関係が形

成されている例肋ぎ数多く報告されてしミる。コン

ビュ…タネットワークの中で，機々な職種の人

々が顔を合わせることなし新しい人間際係を

ている。そこは，異議積の人からの新しい

を取り入れ自分の仕事に設立てる場であっ

たり，または単なる底抜きとしての場であった

りする o 電子メーノレやボードが企業内の(そし

て趨入額の)連絡方法の新しいあり方として普

及しつつある問。

この状況は r.陪報」という概念に対して，誌

米と異なる見方を生んでいる。経営務報学会代

12)会く発信うもを明らかにせず，綴燃にしかも不特定多

数の相手に対してある機の中傷を行えるなど，顔の
見えないコミュニケーシ 3ンにおいては，その人間

性が関われる。 f命現に関Tる誇認識が必要かもしれ
ない。その他にも， i宛えば知的所有機など，自殺織に
していかなければならない問緩はたく怒んある。

表幹事の海老沢先生は r情報は，希少であるが

故に植鍛があると営われていたが，現在， [，広く

会擬されることによって価値が増大寸るとも設

えるJ と務究会でおっしゃった。これは，ある

「靖報J に対する楢銭裁が人によって異なると

いう側磁から，多量の情報を広く公開すること

によって，ある人にとっては全く役に立たない

と思われる情報のやから別の新しい発懇の生ま

れる可詫牲を示唆し，そういう意味での傭龍を

認めたものであるc

ネットワークを通じて$くの人が多〈の情報

を入手できるようになればなるほど，新たな，

創造的なものが創出される可能'段が高まる。{育

報はより広く公開されるべきである。このよう

えると行政の役割は重大で、ある。従来のよ

うに，集めたデータを時挺して出すだ.けでは片

手落ちで，それをコンゼュータのデータとして

使えるようにしなければならない。行政の持つ

タをネットワ…クを通して有用者の

コンビュータ上に，好きなように検索し呼び出

し，それらをいろいろ処理加工することによっ

て，新しい発:惑が生まれる可能性が高まる川。こ

のようなことは続済の治性化にも大いに役立つ

であろう。行政は会文誉や各種統計データ

デ…タベース化とオンラインによる住民への験

ピスを早急に実現すべきであると考える刊。

13)札線大学の八鍬先生，佼務先生，北海道工芸長大学の
j仁会デ先生が行っている紛究は興味深い。地図情報と

各機統計資料をコンビュ…タに入カし，それぞ利用
しての潟定街活性化プランの研究である。そこでも，
必婆と1されるデータを独自で入力するのは小さな商
応街では凶襲撃で，行政のサービスとしての活動会望書
捜している(rネットワークコンビューテングとDSSJL
14)もちろん本稿の最初に述べたように，これらは一方司
では過ちの多発と拡散というjtの機還を必然的に有

することになる。コンビ品ータ科病は常にこのよう
な綾子jの剣!として存在することを忘れるわけにiましミ
かない。
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V おわりに

情報まと誇持続震についての本轄では，

CD '1毒殺公開制度制定の動きに関する社会的背

を文議長等を議して概観した。

苦手選議会の審議i義務やその他文献により，

報公額制変の核になるべき諸事項につい

を行った。そのやで特に，イ邸入的データ

権の確立(イ個人情報謀議議IJ度に関連する〉と，

不自民申し立て制捜に関する審議会のあり方，及

び、守政議関の所有するデータの情報化社会に伴

うデータベース化，オンライン化の爽現の必要

性，について触れた。続いて，たとえ部疫が制

されていようと，それが住民に広く認知され

ていなければ全く意味のないことを話機し，電

話アンケートによる調査に基づいて，ほとんど

の住民が情報公需税度について知らないことそ

述べた。その上で住民に矢口ってもらうための広

報賞f云の改善の必要性を述べた。

ミ手 前簡を受けて最後に，コンピュータの技術

革新による社会的諸変革に関する所属学会等で

の研究報告に京唆を受け，コンぜュータの技術

革新によって可能となるであろう新しい清報公

開~公文蓄や各穣統計資料のデータベース化と

オンラインによる住民へのサービス~の実現を

提言し

感謝 本務の執筆にと当たって，行政a情報センタ

ーから多大の資料をいただきました。特に，

然訪ねためにも関わらず，気持ち良く対応して

くださった北海道総務部文書課行設信報{:ンタ

ー主衰の友原政彦さんと石川撤さんに心より惑

謝します。また，弓主総な「北海道の領報公開制

度についての索開に閲する回答のお鰯い」に対

しても，間容と資料を送っていただきまし

北海道女子短期大学経営構報学科の学生，)11

Ih奇美{主代さん，宮田英伐さんのニ人には，コン

ゼュ…タからアウトプットされたデータをもと

に，長時簡，電話鰻からサンプルデータを抽出

してもらいました。議藤美脅さん，竹内克枝さ

ん，竹田智美さん，田村史恵さん，能島知J!さ

んの 5~にはごた轄の午後にもかかわらず，冷ìf

をかきながら雲監話アンケートを実施してもらい

ました。北海道女子短期大学入試事務護の高摘

出樹さんには，コンビュータへのデータ入力を

お手伝い轍いました。これらの人々にこの場を

かり

まし
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経済学研究

情報公総制度アンケート?ニュアル

「むOさんのお主主でTか。災はわたくし，北海道活王子短期大学のおです
が，短大の村松先伎の研究のために電話アンケートを実施致していると

ころです。純粋に学術研究のためで， OO~んにど迷惑のかかることは

いっさいありませんG お忙しいところ誠にゆし訳ありませんが， 1，2分

で・終わりますのて?ご協力会33緩いできませんでしょうか。J

YES NO→「研究のためで，ご迷惑は絶対にかけませんし、1，2分
ですのでよろしくお願い致します。」

※内餐を関かれたら

「情報公開制度に欝する調査です。よろしくお1~互い致し

ます。J

YES NO叶「そうですか， jヲ'f亡しいと
ょ ころまれし訳ありませんで

よ←…一- 一← した。失礼致しま寸。j

fでは質問数しま

(はい，いいえでお答ください・・アンケート実施者へ口頭指示)

1 以前，情報公開制度という哀楽会開いたことがありま

(はい いいえ)

2 北海滋には情報公爵制度が制度化されていると思いますか。

(はい いいえ〉

。はい→札幌の場合，その窓口がどこにあるかご存知ですか。

(知っている→「どこですか?.J → 

は以上です。もし主主し支えがありませんでしたら年齢をお代， 30代
という形で教えてもらえないでしょうか。

30代 40代 50{"t 60代 70代以上
します。お忙しいところ識にありがとうございました。

注1 fむの調査も期待に行ったので，タ千トルを変更しである。
また，途中の質問事項も翁絡している。

注 2 rはい，いいえで、お答ください。J と言うようにアンケート

災施者に口頭で指示した。

i主3 男女別は，芦で判断してもらった。
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(資料2) 

平成 3年 7月日

北海道総務部

文書課行政情報センタ一様

北海道女子短期大学

経営情報学科

村松幹男

北海道の情報公開制度についての質問に関する回答のお願い

拝啓 時下ますますご清栄のこととお慶ぴ申し上げます。去る 2月下旬，行政情報センタ

ーを連絡もなく突然訪ねたにもかかわらず，貴重な資料を項きありがとうございました。

その後さまざまな雑用に追われ，また自らの怠慢，i美学のため遅々として研究が進まず失
礼しております。

さて，項いた資料や道議会議事録，その他文献等に目を通しつつ何とかまとめようと努

力しておりますうちに，多少お聞きしたい点が出て参りました。お忙しいところ誠に申し

訳ありませんが，簡単で結構ですのでお答え項ければ幸甚の至りです。宜しくお願い申し

あげます。

敬具

日己

1 知事は昭和61年第 1固定例会の答弁で「北海道公文書の開示等に関する条例」の実施
機関から公安委員会を除外したことについて r実施機関となり得る条件が整った段階

で制度を実施するということもやむを得ない」と発言しておりますが，その後どのよう

な方策を取られ，実施に向けてどのような状況にあるのかを簡単で結構ですのでお教え

ください。

2 知事は昭和61年第1固定例会の職員の意識改革に関する答弁で
・全職員向けの印刷物の配布(今までも配布したし，今後も引き続き行う)

.説明会の開催

・研修所における研修科目への取り入れ

等による制度の趣旨の徹底を図ると述べていますが，現在する資料がございましたらお

送り下さい。

3 道の統計資料等のデータベース化がどのくらい進んで、いるのか教えください。
(望めばオンラインが可能で、しょうか。またそのようなサービスを実施しているのでし

ょうか。していなければ実施するご予定がございますか。)

4 道庁内のいわゆるOA化はどのくらい進んで、おりますか。

(漠然としていてお答えにくい質問かと存じますが，道庁内のコンビュータの普及・利

用の状況は外にいる私たちには全く分かりません。なにか資料がございましたら，お送

りください。)

5 お伺い致しましたとき，個人情報保護条例制度に向けて，関係課長レベルの報告書を

まとめているとのことでしたが(もし，私の聞き間違いでしたらご訂正ください)，そ

の後;どのようになりましたか。

追伸 かかった経費はこちらで持ちますので，コピー代その他ご請求ください。また，郵

送に関しては着払いでお願い致します。お忙しいところ誠に恐縮ではございますがなにと

ぞ、宜しくお願い申し上げます。
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経済学研究

事務連絡

平成 3年 9月12日

北海道女子短期大学

経営情報学科村松幹男様

北海道総務部文書課

行政情報センター主査

北海道の情報公開制度について(回答)

さきに，御照会のありましたこのことについて，下記のとおり回答します。

なお，御不明な点は，下記あて御照会ください。

言己

1 公安委員会については，広域的機能に由来する全国的な調整の必要性や捜

査活動への影響など，現在もなお解決されなければならない問題が残されて

おりますが，今後更に他府県の状況及び公安委員会の考え方などを勘案しな

がら，検討していかなければならないと考えております。

2 条例制定時から職員に対して，説明会，研修会，職員啓発紙の発行などを

行ってきており，現在も行っております。

職員啓発紙については，平成 3年 7月30日付けで第10号を発行しましたの

で同封いたします。

3 統計資料等については現在データベース化を進めているところですが，オ

ンラインが可能な状態にはなっておりません。

4 rほっかいどうの情報管理」と題する小冊子を同封しますので御参照くだ

さい。

5 r北海道における個人情報保護対策に関する基礎的調査研究」と題する報

告書を作成しましたので送付いたします。

連絡先

電話番号 011-231-4111内線 22-395

総務部文書課行政情報センタ一 見瀬宛
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